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(1）経営成績に関する分析 

  ① 当期の経営成績 

 当事業年度における我が国経済は、昨年12月の政権交代による経済政策の転換、いわ

ゆる「アベノミクス」による円安・株高などを背景に自律的回復に向けた動きが強ま

り、全体として景気拡大傾向で推移いたしました。 

 一方、米国経済は本格的な回復基調に向かっているものの、量的金融緩和政策の出口

戦略が明確に示されず、また、依然として欧州諸国での財政問題や新興国での景気減速

が続くなど、世界経済全体は先行き不透明な状況が続いております。 

 当社の顧客企業が属する自動車・電気機器・半導体等の製造業界におきましては、円

安傾向による輸出環境の改善に伴い、一部業種や一部地域では、リーマンショック以降

続いてきた人材派遣の実稼働者数の減少傾向は底を打ちつつあります。 

 また、情報系エンジニアの派遣先となるＩＴ業界においては、ビックデータ市場の拡

大等により、各企業のデータセンター等の設備投資が増加しており、情報系エンジニア

派遣の需要が高まってきております。 

 このような事業環境の下、国内外の経済環境の今後を注視しつつ原点に立ち返り、現

状の労働市場における顧客企業や求職者のニーズを見極め、付加価値の高い人材サービ

スを提供することで、よりニーズに沿った人材サービスの提供に努めてまいりました。

また、余剰資金の一部を復興需要により成長が見込まれる株式への投資をする事により

効率的な資金運用を進めてまいりました。 

 以上の結果、当事業年度の業績は、売上高 百万円（前年同期比5.8％減）、営業

利益 百万円（前年同期比10.8％増）、経常利益 百万円（前年同期比58.1％増）、

当期純利益 百万円（前年同期比81.6％増）となりました。 

  

 セグメントごとの業績の状況を示すと次のとおりであります。 

（エンジニアアウトソーシング事業） 

 エンジニアアウトソーシング事業につきましては、主要顧客である自動車・電気機

器・半導体等の製造業界におきましては、円安傾向による輸出環境の改善に伴い、一部

業種や一部地域では、リーマンショック以降続いてきた人材派遣の実稼働者数の減少傾

向は底を打ちつつあります。このような事業環境の下、現状の労働市場における顧客企

業や求職者のニーズを見極め、付加価値の高い人材サービスの提供に努めてまいりまし

た。 

 以上の結果、売上高は 百万円（前年同期比8.0％減）となり、セグメント利益は

百万円（前年同期比4.2％減）となりました。 

 （Ｎ＆Ｓソリューション事業） 

 ビックデータ市場の拡大を背景に、各企業のデータセンター等の設備投資が増加して

おり、情報系エンジニア派遣の需要が高まってきております。このような事業環境の

下、ネットワーク分野の技術者を積極的に採用してまいりました。 

 以上の結果、売上高は 百万円（前年同期比14.5％増）となり、セグメント利益は

百万円（前年同期比70.8％増）となりました。 
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（ビジネスソリューション事業） 

 前事業年度より事業活動を停止しております。 

 その為、売上高の発生はありませんでした。（前年同期の売上高 百万円、セグメン

ト損失 百万円） 

  

 ② 次期の見通し 

 次期の見通しにつきましては、各種経済政策による景気回復が雇用情勢にも波及し、

人材に関する引き合いも増加すると予想されます。 

 当社の主要取引先である国内の製造業各社においても、円安傾向による輸出環境の改

善により人材派遣の実稼働者数は堅調に推移すると予想されます。 

 このような事業環境の下、現状の労働市場における顧客企業や求職者のニーズを見極

め、付加価値の高い人材サービスの提供に努めてまいります。 

 以上の結果、平成26年９月期の通期業績は、売上高 百万円（前年同期比4.8％

増）、営業利益 百万円（前年同期比9.7％減）、経常利益 百万円（前年同期比

41.7％減）、当期純利益 百万円（前年同期比50.4％減）を見込んでおります。 

（注）上記の業績予想は本資料作成日現在において入手可能な情報に基づき作成してお

り、実際の業績は、今後の様々な要因によって記載内容と異なる可能性があります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の分析 

（流動資産） 

 当事業年度末における流動資産の残高は 百万円（前事業年度末は 百万

円）となり 百万円増加いたしました。 

 主な要因は、現金及び預金の増加（ 百万円から 百万円）、繰延税金資産

の計上（ 百万円）があったものの、未収入金の減少（ 百万円から 百万円）、

預け金の減少（ 百万円から 百万円）によるものであります。 
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（固定資産） 

 当事業年度末における固定資産の残高は 百万円（前事業年度末は 百万円）と

なり 百万円減少いたしました。 

 主な要因は、投資有価証券の減少（ 百万円から 百万円）によるものでありま

す。 

（流動負債） 

 当事業年度末における流動負債の残高は 百万円（前事業年度末は 百万円）と

なり 百万円減少いたしました。 

 主な要因は、未払費用の減少（ 百万円から 百万円）、預り金の減少（ 百万

円から 百万円）によるものであります。 

（固定負債） 

 当事業年度末における固定負債の残高は 百万円（前事業年度末は 百万円）と

なり 百万円増加いたしました。 

 主な要因は、長期借入金の増加（ 百万円から 百万円）によるものでありま

す。 

(純資産） 

 当事業年度末における純資産の残高は 百万円（前事業年度末は 百万円）

となり 百万円増加いたしました。 

 主な要因は当期純利益の計上による利益剰余金の増加（ 百万円から 百万円）

であります。 

② キャッシュ・フローの分析 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度

末に比べ 百万円増加し 百万円となりました。 

 また、当事業年度における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における営業活動により得られた資金は 百万円（前年同期比11.9％

減）となりました。 

 これは主に、税引前当期純利益の計上（ 百万円）によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における投資活動により得られた資金は 百万円（前事業年度に使用

した資金は 百万円）となりました。 

 これは主に、投資有価証券の売却による収入（ 百万円）によるものでありま

す。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における財務活動により使用した資金は 百万円（前事業年度に得られ

た資金 百万円）となりました。 

 これは主に配当金の支払（ 百万円）によるものであります。 

  

 当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 

（注）１．自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注）２．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

（注）３．営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書上に計上されている「営

業キャッシュ・フロー」、利払いは損益計算書上に計上されている「支払利

息」を用いております。 

（注）４．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべ

ての負債を対象としております。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、事業の安定成長により、一株当たり利益の向上を図ることを中長期的な経

営課題と位置づけております。利益配分につきましては、財務基盤の強化と、将来の

事業拡大のための内部留保の蓄積を図ることを最優先とする方針とさせていただいて

おります。 

 この方針の下、2011年５月の親会社の変更を期に、営業拠点の統廃合、管理部門業

務の一元化など、経営資源の効率化を図り、併せて営業力の強化を進めてまいりまし

た。 

 その結果、当期の配当金につきましては、業績の回復に一定の目途が立ったと判断

し、中間配当金として１株あたり 円を実施し、期末配当金として１株あたり

円を予定しております。 

 また、次期の配当につきましては、中間配当金として１株あたり 円、期末配

当金として１株あたり 円を予定しております。 
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(4）事業等のリスク 

 当社の事業展開において想定されるリスクについて、投資家の判断に影響を及ぼす

可能性があると考えられる主な事項を記載しております。尚、本記載事項は、当事業

年度末現在において、当社が判断したものであり、起こりうる全てのリスク要因が網

羅されている訳ではありません。 

  

① 人材の確保について 

 当社の事業を継続及び拡大させていくためには、顧客より求められる技術レベルを

有した専門的な技術者を、継続的に確保する事が重要な要素となります。そのため当

社は、採用部門の強化と技術者への研修の充実を重要な課題と認識しております。 

 当社では、技術社員の採用活動の強化を図るべく、採用担当部門の強化・増強を積

極的に推進しております。また、社員の定着率の向上を図るべく、人事制度の改定や

教育研修の充実を図っております。 

 技術者の採用と研修が当社の計画通りに進まず、一定数の専門的な技術者を確保で

きなくなった場合には、当社の経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

② 法的規制について 

 当社の主要事業である技術者派遣事業は、労働者派遣法に基づいて事業を営んでお

ります。 

 当社は関係法令を遵守して事業を運営しておりますが、労働者派遣法に定める派遣

事業主としての欠格事由に該当もしくは法令に違反する事項が発生した場合には、事

業の停止や派遣事業者の許可の取り消しをされる可能性があり、その場合には事業を

営むことが出来なくなる可能性があります。 

 また、将来これらの法令ならびにその他の関係法令が、労働市場をとりまく社会情

勢の変化などに伴って、改正若しくは解釈の変更などがあった場合、当社の営む事業

に不利な影響を及ぼすものであった場合、当社の業績および財政状態に影響を与える

可能性があります。 

  

③ 取引先の海外進出のリスクについて 

 当社の顧客企業は、主に自動車・電気機器・半導体等の製造業界に属しておりま

す。 

 このため、長期にわたる円高水準の継続や金利変動の影響により、顧客企業におけ

る業績の悪化や開発拠点の海外移転等が発生した場合には、当社グループの経営成績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

④ 個人情報の管理について 

 当社が営む技術者派遣事業においては、労働者派遣法及び個人情報保護法により、

個人情報の適正管理が義務付けられております。当社においては、個人情報管理規程

を運用するとともに、個人情報管理について一層の取組みを図ってまいります。 

 何らかの原因により個人情報が漏洩する事態が発生した場合には、当社に対する社

会的信用が損なわれ、当社の業績に影響を与える可能性があります。 



⑤ 機密情報の管理について 

 当社が営む技術者派遣事業は、顧客先において製品開発や設計業務等に従事してお

り、機密性の高い情報を取り扱っております。このため当社においては、全従業員に

対して入社時及び定期的に機密情報の取扱いに関する指導・教育を行っております。

 顧客企業の機密情報等の流出が生じた場合には、当社に対する社会的信用が損なわ

れ、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、「高付加価値の人材派遣事業」に特化して、高い技能を有した技術者を、自

動車・電気機器・半導体等の製造業界を中心とした顧客企業に対し提供すること、さら

に規模の拡大により雇用を創造し、仕事を通して社会に広く貢献できる人材を育てるこ

とを基本方針としております。 

 また次の項目を経営上の理念としております。 

ⅰ）従業員の生活のために、経営の安定性と報酬をできるだけ高めるように努めます。

ⅱ）従業員が仕事を通して広く社会に参加でき、責任を果たすため、一人一人が成長で

きるよう育成します。 

ⅲ）会社組織を成長させ、企業として大きく社会に貢献できるように邁進します。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社は、具体的な経営指標として、売上成長率15％以上、経常利益成長率15％以上を

達成することを目標としております。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社は、株式会社夢真ホールディングスグループ（以下、夢真グループ）におけるエ

ンジニア派遣事業を担う会社として、グループ内での新たな収益の柱となるべく、事業

の拡大を図ってまいります。 

 具体的には、新卒採用および中途採用を積極的に行い、かつ、稼働率の高い効率的な

経営を引き続き行ってまいります。 

 また、グローバル化が進行している顧客ニーズに答えるべく、クロスボーダーで技術

サービスを提供できるよう、社内体制を整備してまいります。さらに、最先端の教育研

修を当社技術者に行うことによって、付加価値の高いサービスを継続的に提供してまい

ります。 

２．経営方針



(4）会社の対処すべき課題 

ⅰ）営業力の強化 

 当社の主要事業であるエンジニアアウトソーシング事業では、継続して成長していく

ために、適正な能力を有した技術者を、適正な価格でマッチングするための強力な営業

部門が必要です。 

 営業力の強化という課題に対して、当社は営業部門に目標達成度合によって報酬を決

定する、成果主義を徹底しております。それにより、士気が高く、一人一人が目標達成

に向けて戦略的に行動する強い営業部門の構築に努めております。  

 今後は、夢真グループ全体での技術者情報・顧客情報の共有を図ることで、営業活動

の効率化を図ってまいります。  

  

ⅱ）採用の強化 

 当社の主要事業であるエンジニアアウトソーシング事業における売上高の増加には、

技術者数の増加が必要不可欠となります。そのため、現状で技術者派遣へのニーズが高

い自動車業界を中心とする輸送用機器分野等の製造業における技術者およびIT業界に対

応できる技術者について、新卒・中途共に積極的な採用活動を展開してまいります。 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 



３．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年９月30日) 

当事業年度 
(平成25年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,153,513 1,877,716

受取手形 11,843 9,771

売掛金 456,653 443,014

前払費用 59,269 58,040

立替金 2,531 3,398

繰延税金資産 － 84,706

未収入金 110,049 14,385

預け金 125,302 3

その他 1,175 1,478

貸倒引当金 △141 △47

流動資産合計 1,920,198 2,492,468

固定資産   

有形固定資産   

建物 7,785 6,152

減価償却累計額 △3,786 △3,049

建物（純額） 3,998 3,102

工具、器具及び備品 79,479 63,438

減価償却累計額 △72,713 △53,929

工具、器具及び備品（純額） 6,765 9,509

有形固定資産合計 10,764 12,611

無形固定資産   

ソフトウエア 26,561 14,841

その他 634 634

無形固定資産合計 27,195 15,475

投資その他の資産   

投資有価証券 443,853 263,784

敷金及び保証金 30,720 28,471

その他 614 1,521

投資その他の資産合計 475,188 293,777

固定資産合計 513,148 321,864

資産合計 2,433,347 2,814,332



（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年９月30日) 

当事業年度 
(平成25年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

1年内返済予定の長期借入金 40,000 60,000

未払金 57,924 34,104

未払費用 236,568 200,405

未払法人税等 17,484 37,330

未払消費税等 26,328 19,660

預り金 75,768 50,130

賞与引当金 114,993 120,261

その他 183 1,137

流動負債合計 569,251 523,031

固定負債   

長期借入金 130,000 165,000

退職給付引当金 254,959 270,069

その他 3,267 2,189

固定負債合計 388,226 437,259

負債合計 957,478 960,290

純資産の部   

株主資本   

資本金 869,650 869,650

資本剰余金   

資本準備金 189,825 189,825

その他資本剰余金 156,781 156,781

資本剰余金合計 346,606 346,606

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 297,027 646,744

利益剰余金合計 297,027 646,744

株主資本合計 1,513,284 1,863,001

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △40,557 △8,959

評価・換算差額等合計 △40,557 △8,959

新株予約権 3,142 －

純資産合計 1,475,869 1,854,042

負債純資産合計 2,433,347 2,814,332



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成24年10月１日 
 至 平成25年９月30日) 

売上高 3,746,870 3,530,939

売上原価   

当期派遣及び受託原価 2,818,444 2,705,639

売上原価合計 2,818,444 2,705,639

売上総利益 928,426 825,299

販売費及び一般管理費 ※1  678,464 ※1  548,427

営業利益 249,961 276,871

営業外収益   

受取利息 ※2  1,775 247

受取配当金 2,856 6,629

投資有価証券売却益 19,255 129,532

投資事業組合運用益 － 11,788

貸倒引当金戻入額 3,993 94

助成金収入 2,581 7,470

その他 1,578 2,244

営業外収益合計 32,040 158,006

営業外費用   

支払利息 3,354 3,047

債権売却損 926 1,016

支払手数料 3,863 －

投資事業組合運用損 － 1,285

その他 2,879 1,003

営業外費用合計 11,023 6,353

経常利益 270,977 428,524

特別利益   

新株予約権戻入益 － 3,142

特別利益合計 － 3,142

特別損失   

固定資産除却損 ※3  597 ※3  1,427

固定資産売却損 ※4  63 －

訴訟関連損失 － 10,539

特別損失合計 660 11,966

税引前当期純利益 270,317 419,700

法人税、住民税及び事業税 14,885 40,845

法人税等調整額 － △85,102

法人税等合計 14,885 △44,257

当期純利益 255,431 463,957



（脚注） 

（原価計算の方法） 

 ソフトウエアの受託業務については実際原価に基づく個別原価計算を行っております。 

派遣及び受託原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成23年10月１日 
至 平成24年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成24年10月１日 
至 平成25年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費    345  0.0  －  －

Ⅱ 労務費    2,698,846  95.7  2,606,255  96.3

Ⅲ 外注加工費    1,769  0.1  －  －

Ⅳ 経費 ※１  117,482  4.2  99,384  3.7

当期総費用    2,818,444  100.0  2,705,639  100.0

期首仕掛品たな卸高    －        －      

合計    2,818,444        2,705,639      

期末仕掛品たな卸高    －        －      

当期派遣及び受託原価    2,818,444        2,705,639      

前事業年度 
（自 平成23年10月１日 
至 平成24年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成24年10月１日 
至 平成25年９月30日） 

※ １ 主な内訳は、次のとおりであります。 ※ １ 主な内訳は、次のとおりであります。 

項目 金額（千円） 

地代家賃  94,338

旅費交通費  7,208

修繕費  5,704

項目 金額（千円） 

地代家賃  76,301

旅費交通費  9,904

修繕費  4,264

    



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成24年10月１日 
 至 平成25年９月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 869,400 869,650

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 250 －

当期変動額合計 250 －

当期末残高 869,650 869,650

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 189,575 189,825

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 250 －

当期変動額合計 250 －

当期末残高 189,825 189,825

その他資本剰余金   

当期首残高 156,781 156,781

当期末残高 156,781 156,781

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 41,595 297,027

当期変動額   

剰余金の配当 － △114,240

当期純利益 255,431 463,957

当期変動額合計 255,431 349,717

当期末残高 297,027 646,744

株主資本合計   

当期首残高 1,257,352 1,513,284

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 500 －

剰余金の配当 － △114,240

当期純利益 255,431 463,957

当期変動額合計 255,931 349,717

当期末残高 1,513,284 1,863,001



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成24年10月１日 
 至 平成25年９月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 － △40,557

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △40,557 31,598

当期変動額合計 △40,557 31,598

当期末残高 △40,557 △8,959

新株予約権   

当期首残高 3,142 3,142

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △3,142

当期変動額合計 － △3,142

当期末残高 3,142 －

純資産合計   

当期首残高 1,260,494 1,475,869

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 500 －

剰余金の配当 － △114,240

当期純利益 255,431 463,957

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △40,557 28,456

当期変動額合計 215,374 378,172

当期末残高 1,475,869 1,854,042



（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成24年10月１日 
 至 平成25年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 270,317 419,700

減価償却費 6,145 4,383

ソフトウエア償却費 12,422 12,337

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,993 △94

賞与引当金の増減額（△は減少） △55,323 5,267

退職給付引当金の増減額（△は減少） △11,481 15,110

受取利息及び受取配当金 △4,631 △6,876

支払利息 3,354 3,047

固定資産除却損 597 1,427

固定資産売却損 63 －

投資有価証券売却損益（△は益） △19,255 △129,532

投資事業組合運用損益（△は益） － △10,502

新株予約権戻入益 － △3,142

売上債権の増減額（△は増加） 57,123 15,710

未収入金の増減額（△は増加） △1,423 16,866

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 32,174 2,249

未払金の増減額（△は減少） 6,138 △12,479

未払費用の増減額（△は減少） △15,422 △36,163

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,027 △6,667

その他 14,911 △26,495

小計 290,689 264,145

利息及び配当金の受取額 5,553 6,876

利息の支払額 △3,865 △3,233

法人税等の支払額 △10,844 △19,620

営業活動によるキャッシュ・フロー 281,532 248,167

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △643 △6,331

有形固定資産の売却による収入 12 －

無形固定資産の取得による支出 △1,000 －

投資有価証券の取得による支出 △657,734 △787,592

投資有価証券の売却による収入 126,370 1,204,410

貸付金の回収による収入 500,090 －

その他 △65 △510

投資活動によるキャッシュ・フロー △32,971 409,975

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 165,000 50,000

短期借入金の返済による支出 △165,000 △50,000

長期借入れによる収入 200,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △30,000 △45,000

株式の発行による収入 500 －

配当金の支払額  △114,240

財務活動によるキャッシュ・フロー 170,500 △59,240

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 419,061 598,903

現金及び現金同等物の期首残高 859,754 1,278,816

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,278,816 ※  1,877,719



該当事項はありません。  

  

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のないもの  

移動平均法による原価法 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については旧定率法を採用しております。 

  平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については定率法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物        ３年～15年  

工具、器具及び備品 ３年～15年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウエア（自社利用） 

 社内における利用可能期間（５年）による定額法  

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年９月30日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(4）長期前払費用 

均等償却（償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準） 

   

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

率法により、発生の翌事業年度より費用処理することとしております。 

  

４ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

  

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

(５)財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（重要な会計方針）



（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年10月１日以後に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

 該当事項はありません。   

  

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度 ％、当事業年度 ％、一般管理費に属する費用

のおおよその割合は前事業年度 ％、当事業年度 ％であります。 

 主要な費用および金額は、次のとおりであります。 

  

※２ 関係会社に対する事項は、区分掲記されたものの他、次のものがあります。 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

  

※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 

（会計方針の変更）

（貸借対照表関係）

（損益計算書関係）
0.8 0.4

99.2 99.6

前事業年度 
（自 平成23年10月１日 
至 平成24年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成24年10月１日 
至 平成25年９月30日） 

給料及び賞与 千円 285,646 給料及び賞与 千円 230,470

法定福利費  41,897 法定福利費  37,848

賞与引当金繰入額  3,420 賞与引当金繰入額  3,326

退職給付費用  4,270 退職給付費用  3,298

地代家賃  43,609 地代家賃  36,060

支払手数料  39,455 支払手数料  38,665

減価償却費  6,049 減価償却費  4,373

求人費  82,467 求人費  65,946

ソフトウエア償却費  12,323 ソフトウエア償却費  12,337

前事業年度 
（自 平成23年10月１日 
至 平成24年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成24年10月１日 
至 平成25年９月30日） 

受取利息 千円 1,523 受取利息  千円 －

前事業年度 
（自 平成23年10月１日 
至 平成24年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成24年10月１日 
至 平成25年９月30日） 

建物  千円 － 建物  千円 241

工具、器具及び備品  597 工具、器具及び備品    1,161

ソフトウエア  － ソフトウエア  23

前事業年度 
（自 平成23年10月１日 
至 平成24年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成24年10月１日 
至 平成25年９月30日） 

工具、器具及び備品 千円 63 工具、器具及び備品 千円 －



  前事業年度（自 平成23年10月１日 至 平成24年９月30日） 

 １．発行済株式に関する事項 

  （変動理由の概要） 

普通株式の株式数の増加20株は、新株予約権の行使によるものであります。 

  

 ２．新株予約権に関する事項 

  

 ３．配当に関する事項 

   (1)配当金の支払額 

     該当事項はありません。 

   (2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

    該当事項はありません。 

  

  当事業年度（自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日） 

 １．発行済株式に関する事項 

   

 ２．新株予約権に関する事項 

（注）ストック・オプションとしての新株予約権は平成25年９月30日に権利不確定により失効しております。  

  

 ３．配当に関する事項 

   (1)配当金の支払額 

   (2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの    

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

 普通株式（株）  57,100 20  － 57,120

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度

末残高 

（千円） 
当事業 

年度期首 

当事業 

年度増加 

当事業 

年度減少 

当事業 

年度末 

提出会社 
ストック・オプションとして

の新株予約権 
― ― ― ― ― 3,142

合計 ― ― ― ― ― 3,142

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

 普通株式（株）  57,120 －  － 57,120

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度

末残高 

（千円） 
当事業 

年度期首 

当事業 

年度増加 

当事業 

年度減少 

当事業 

年度末 

提出会社 
ストック・オプションとして

の新株予約権 
― ― ― ― ― －

合計 ― ― ― ― ― －

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年４月30日 

取締役会 
普通株式  114,240  2,000 平成25年３月31日 平成25年５月24日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年12月17日

定時株主総会  
普通株式  342,720  6,000 平成25年9月30日 平成25年12月18日 利益剰余金 



※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

 重要性が乏しく、また、契約一件当たりの金額が僅少なため、財務諸表等規則第８条の６の規定により、記載

を省略しております。  

  

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

 当社は、市場環境、長期・短期のバランス、中期計画書等を勘案し、必要な資金を調達しております。

 資金運用につきましては、新たな事業投資に備え、余資については主に流動性の高い金融商品で運用を

行っております。 

  

(2）金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主

に株式であり、市場価格の変動リスクにさらされております。 

 営業債務である買掛金および未払金はすべて１年以内の支払期日であります。長期借入金は設備投資に

係る資金調達であります。当該借入金に係る金利は、全ての借入について固定金利で調達しております。

  

(3）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

 当社は債権管理規程等に沿って、定期的に取引先ごとに残高の管理を行い、回収懸念の早期把握や軽減

を図っております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 投資有価証券については、四半期ごとに時価や市況、発行体（主として取引先企業）の財務状態等を把

握し、保有状況を継続的に見直しております。  

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社は管理本部が定期的に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を一定レベルに維持する

ことにより、流動性リスクを管理しております。 

  

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前事業年度 

（自 平成23年10月１日 
至 平成24年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成24年10月１日 
至 平成25年９月30日） 

現金及び預金 千円 1,153,513 千円 1,877,716

預け金  125,302  3

現金及び現金同等物  1,278,816  1,877,719

（リース取引関係）

（金融商品関係）



２．金融商品の時価等に関する事項 

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２．をご参照下さい） 

  

前事業年度（平成24年９月30日） 

※１ 受取手形、売掛金に含まれる貸倒引当金を控除しております。 

  

  
貸借対照表計上額 

（千円）  
時価（千円） 差額（千円） 

 （１）現金及び預金  1,153,513  1,153,513 ― 

 （２）受取手形  11,843    

        貸倒引当金（※１）  △3    

   11,840  11,840 ― 

 （３）売掛金  456,653    

      貸倒引当金（※１）  △136    

   456,517  456,517 ― 

 （４）未収入金  110,049  110,049 ― 

 （５）預け金  125,302  125,302 ― 

 （６）投資有価証券  443,853  443,853 ― 

 （７）敷金及び保証金  30,720  30,611  109

資産計  2,331,798  2,331,688  109

 （１）１年内返済予定の長期借入金  40,000  40,000 ― 

 （２）未払金  57,924  57,924 ― 

 （３）未払費用  236,568  236,568 ― 

 （４）未払法人税等  17,484  17,484 ― 

 （５）長期借入金  130,000  126,626  3,373

負債計  481,977  478,603  3,373



当事業年度（平成25年９月30日） 

※１ 受取手形、売掛金に含まれる貸倒引当金を控除しております。 

  

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資 産 

(１）現金及び預金、(２）受取手形、(３）売掛金、(４）未収入金、(５）預け金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(６）投資有価証券 

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 

(７）敷金及び保証金 

 これらの時価については、一定の期間ごとに分類し、国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。 

負 債 

(１）１年内返済予定の長期借入金、(２）未払金、(３)未払費用、(４）未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(５）長期借入金 

 元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。 

  
貸借対照表計上額 

（千円）  
時価（千円） 差額（千円） 

 （１）現金及び預金  1,877,716  1,877,716 ― 

 （２）受取手形  9,771  

        貸倒引当金（※１）  0  

   9,771  9,771 ― 

 （３）売掛金  443,014  

      貸倒引当金（※１）  △44  

   442,970  442,970 ― 

 （４）未収入金  14,385  14,385 ― 

 （５）預け金  3  3 ― 

 （６）投資有価証券  263,784  263,784 ― 

 （７）敷金及び保証金  28,471  28,350  121

資産計  2,637,104  2,636,983  121

 （１）１年内返済予定の長期借入金  60,000  60,000 ― 

 （２）未払金  34,104  34,104 ― 

 （３）未払費用  200,405  200,405 ― 

 （４）未払法人税等  37,330  37,330 ― 

 （５）長期借入金  165,000  161,409  3,590

負債計  496,840  493,249  3,590



２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「(６）投資有価証券」には含めておりませ

ん。 

   

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

前事業年度（平成24年９月30日） 

  

当事業年度（平成25年９月30日） 

  

４．長期借入金の決算日後の返済予定額 

前事業年度（平成24年９月30日） 

  

  

  （単位：千円）

区分 
前事業年度 

（平成24年９月30日） 
当事業年度 

（平成25年９月30日） 

非上場株式  0  0

  １年以内（千円）
１年超５年以内 

（千円） 

５年超10年以内 

（千円） 
10年超（千円） 

現金及び預金  1,153,513 － － － 

受取手形  11,843 － － － 

売掛金  456,653 － － － 

未収入金  110,049 － － － 

預け金   125,302 － － － 

敷金及び保証金  12,609  18,110 － － 

  １年以内（千円）
１年超５年以内 

（千円） 

５年超10年以内 

（千円） 
10年超（千円） 

現金及び預金  1,877,716 － － － 

受取手形  9,771 － － － 

売掛金  443,014 － － － 

未収入金  14,385 － － － 

預け金   3 － － － 

敷金及び保証金  12,069  16,402 － － 

  １年以内（千円）
１年超５年以内 

（千円） 

５年超10年以内 

（千円） 
10年超（千円） 

長期借入金  40,000  130,000 － － 

合計  40,000  130,000 － － 



当事業年度（平成25年９月30日） 

  

１．その他有価証券 

前事業年度（平成24年９月30日） 

  

当事業年度（平成25年９月30日） 

  

２．売却したその他有価証券 

前事業年度（自 平成23年10月１日 至 平成24年９月30日） 

  

当事業年度（自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日） 

  

  １年以内（千円）
１年超５年以内 

（千円） 

５年超10年以内 

（千円） 
10年超（千円） 

長期借入金  60,000  165,000 － － 

合計  60,000  165,000 － － 

（有価証券関係）

  種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
取得原価（千円） 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

株式  69,807  67,541  2,265

小計  69,807  67,541  2,265

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

株式  374,045  417,943  △43,897

小計  374,045  417,943  △43,897

合計  443,853  485,485  △41,632

  種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
取得原価（千円） 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

株式  －  －  －

小計  －  －  －

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

その他  263,784  274,030  △10,245

小計  263,784  274,030  △10,245

合計  263,784  274,030  △10,245

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

株式  206,636  19,255  －

合計  206,636  19,255  －

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

株式  1,055,080  129,532  －

合計  1,055,080  129,532  －



前事業年度（平成24年９月30日） 

 該当事項はありません   

  

当事業年度（平成25年９月30日） 

 該当事項はありません   

  

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

前事業年度 
（平成24年９月30日） 

当事業年度 
（平成25年９月30日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しておりま

す。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 千円△243,983

② 未認識数理計算上の差異 千円△10,976

③ 退職給付引当金（①＋②） 千円△254,959

① 退職給付債務 千円△265,634

② 未認識数理計算上の差異 千円△4,435

③ 退職給付引当金（①＋②） 千円△270,069

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用 千円40,487

② 利息費用 千円1,743

③ 数理計算上の差異の費用処理額 千円8,879

④ 退職給付費用（①＋②＋③） 千円51,110

① 勤務費用 千円33,657

② 利息費用 千円1,463

③ 数理計算上の差異の費用処理額 千円△4,050

④ 退職給付費用（①＋②＋③） 千円31,071

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 ％0.6

③ 数理計算上の差異の処理年数 年5

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 ％0.6

③ 数理計算上の差異の処理年数 年5

（発生の翌事業年度から定率法により費用処理することと

しております。） 

（発生の翌事業年度から定率法により費用処理することと

しております。） 



１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注１） 株式数に換算して記載しております。 

 （注２） 平成23年ストック・オプションは平成25年９月30日に権利不確定により失効しております。  

（ストック・オプション等関係）

  
平成23年 

ストック・オプション  

付与対象者の区分及び数 
 当社の取締役   ４名 

 当社の従業員   １名  

ストック・オプション数  普通株式    2,500株 

付与日  平成23年８月30日 

権利確定条件 

  新株予約権者は、以下の(a)又は(b)に掲

げる条件を満たした場合にのみ、本新株予

約権を行使することができる。 

(a) 当社が金融商品取引法に基づき提出し

た有価証券報告書に記載された平成24年9

月期及び平成25年9月期の損益計算書にお

ける営業利益の金額がいずれも400百万円

を超過すること。 

(b) 当社が金融商品取引法に基づき提出し

た有価証券報告書に記載された平成25年9

月期及び平成26年9月期の損益計算書にお

ける営業利益の金額がいずれも400百万円

を超過すること。 

なお、国際財務報告基準の適用等により参

照すべき営業利益の概念に重要な変更があ

った場合には、別途参照すべき指標を取締

役会にて定めるものとする。 

  

 新株予約権者は、割当日から本新株予約

権の行使期間の終期に至るまでの間に、金

融商品取引所における当社普通株式の普通

取引終値が一度でも権利行使価額に50％を

乗じた価格を下回った場合、当該下回った

日以降、残存するすべての本新株予約権を

行使できないものとする。 

  

 新株予約権者は、本新株予約権の割当

後、当社または当社の関係会社の取締役、

執行役員または従業員の地位を喪失した場

合、当該喪失以降本新株予約権を行使する

ことができない。 

対象勤務期間 付与日から権利確定日まで。 

権利行使期間 
 自 平成27年１月１日 

 至 平成29年８月31日  



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に

換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 （注１） 株式数に換算して記載しております。 

② 単価情報 

  
平成23年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前事業年度末  2,500

付与  －

失効  2,500

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後      （株）   

前事業年度末  －

権利確定  －

権利行使  －

失効  －

未行使残  －

  
平成23年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円）  23,500

行使時平均株価     （円）  －

公正な評価単価（付与日）（円）  1,257



（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成24年９月30日） 

当事業年度 
（平成25年９月30日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

（繰延税金資産） 

① 流動資産 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

（繰延税金資産） 

① 流動資産 

賞与引当金 千円43,709

未払費用 千円5,601

未払社会保険料 千円6,119

その他 千円1,907

 小計 千円57,337

 評価性引当額 千円△57,337

計 千円－

賞与引当金 千円45,711

未払社会保険料 千円6,399

未払事業税 千円4,176

繰越欠損金 千円27,572

その他 千円846

 小計 千円84,706

 評価性引当額 千円－

計 千円84,706

② 固定資産 ② 固定資産 

退職給付引当金 千円90,867

その他有価証券評価差額金 千円14,454

繰越欠損金 千円290,345

その他 千円11,997

小計 千円407,665

評価性引当額  千円△407,665

計  千円－

繰延税金資産合計 千円－

退職給付引当金 千円96,252

その他有価証券評価差額金 千円3,193

減価償却超過額 千円412

繰越欠損金 千円151,168

その他 千円806

小計 千円251,833

評価性引当額  千円△251,438

計  千円395

繰延税金資産合計 千円85,102

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 ％40.7

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 0.1

地方税均等割  3.1

評価性引当額  △40.6

その他  2.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率  5.5

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％38.0

（調整）   

地方税均等割  1.9

評価性引当額  △50.0

その他  △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △10.5



１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているものです。 

 当社は主として人材アウトソーシング事業を営んでおり、提供するサービスの特性と市場の類似性を考

慮し、「エンジニアアウトソーシング事業」、「Ｎ＆Ｓソリューション事業」、「ビジネスソリューショ

ン事業」の3つを報告セグメントとしております。 

 「エンジニアアウトソーシング事業」は、半導体、電気電子、機械、情報、科学など、各分野の技術を

身に付けた当社社員（技術社員）が顧客企業からの研究開発業務へのニーズに応じて、派遣契約もしくは

業務委託契約により人材サービスを提供しております。「Ｎ＆Ｓソリューション事業」は、ＩＴインフラ

のライフサイクルすべてにおいて、コンサルティングから設計・構築、運用に至るまで、トータルなシス

テムソリューションの提供をしております。「ビジネスソリューション事業」は、ＩＴ分野におけるオー

プン（汎用）系ソフトウェアやネットワーク、セキュリティ等の人材サービス事業ならびにオープン（汎

用）系ソフトウェアの受託開発、販売事業を提供しております。  

  

     

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「重要な会計方針」における記載方法と概ね同一で

あります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自 平成23年10月１日 至 平成24年９月30日） 

（注）当社は、報告セグメントに資産を配分していないため、「セグメント資産」及び「有形固定資産及

び無形固定資産の増加額」の記載を省略しております。 

  

当事業年度（自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日） 

（注）当社は、報告セグメントに資産を配分していないため、「セグメント資産」及び「有形固定資産及

び無形固定資産の増加額」の記載を省略しております。 

  

（セグメント情報等）
ａ．セグメント情報

  （単位：千円）

  

  

 報告セグメント   

合計 

  

エンジニアアウトソ

ーシング事業 

Ｎ＆Ｓソリューショ

ン事業  

ビジネスソリューシ

ョン事業  

売上高 

 外部顧客への売上高 

  

 セグメント間の内部売上高又は振替高 

  

 

  

－ 

3,215,088

  

 

  

－ 

500,784

  

 

  

－ 

30,997

  

 

  

－ 

3,746,870

 計  3,215,088  500,784  30,997  3,746,870

 セグメント利益又は損失（△）  219,467  38,984  △8,490  249,961

  （単位：千円）

  

  

 報告セグメント   

合計 

  

エンジニアアウトソ

ーシング事業 

Ｎ＆Ｓソリューショ

ン事業  

ビジネスソリューシ

ョン事業  

売上高 

 外部顧客への売上高 

  

 セグメント間の内部売上高又は振替高 

  

 

  

 

2,957,410

－

  

 

  

 

573,528

－

  

 

  

 

－

－

  

 

  

 

3,530,939

－

 計  2,957,410  573,528  －  3,530,939

 セグメント利益  210,298  66,572  －  276,871



前事業年度（自  平成23年10月１日  至  平成24年９月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。 

  

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産が存在しないため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

当社は、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しております。 

  

当事業年度（自  平成24年10月１日  至  平成25年９月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。 

  

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産が存在しないため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

当社は、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しております。 

  

前事業年度（自  平成23年10月１日  至  平成24年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自  平成24年10月１日  至  平成25年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自  平成23年10月１日  至  平成24年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自  平成24年10月１日  至  平成25年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自  平成23年10月１日  至  平成24年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自  平成24年10月１日  至  平成25年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

ｂ．関連情報

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報



１．関連当事者との取引 

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

前事業年度（自 平成23年10月１日 至 平成24年９月30日） 

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 資金の貸付及び借入については、利率は市場金利等を勘案して合理的に決定しております。 

（注２） 銀行からの借入に対して、親会社である株式会社夢真ホールディングスから債務保証を受けております。 

なお、当社は当該被債務保証について保証料の支払および担保提供を行っておりません。 

  

当事業年度（自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日） 

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 銀行からの借入に対して、親会社である株式会社夢真ホールディングスから債務保証を受けております。 

なお、当社は当該被債務保証について保証料の支払および担保提供を行っておりません。 

   

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

 （1）親会社情報 

    株式会社夢真ホールディングス（ＪＡＳＤＡＱ スタンダードに上場） 

 （2）重要な関連会社の要約財務諸表 

    該当事項はありません。  

  

前事業年度（自 平成23年10月１日 至 平成24年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成23年10月１日 至 平成24年９月30日） 

 関連会社がないため記載しておりません。 

  

当事業年度（自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日） 

 関連会社がないため記載しておりません。 

（関連当事者情報）

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有(被所
有)割合(％) 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）

親会社 

株式会社夢

真ホールデ

ィングス 

東京都 

文京区 
 805,147

建築技術

者派遣事

業 

（被所有）

直接84.61 
役員の兼任 

資金の回収

（注１） 
 500,000 － － 

受取利息

（注１） 
 1,523 － － 

資金の借入 

資金の返済 

 

 

350,000

350,000

－ 

－ 

－ 

－ 

被債務保証 

（注２） 
 170,000 － － 

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有(被所
有)割合(％) 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）

親会社 

株式会社夢

真ホールデ

ィングス 

東京都 

文京区 
 805,147

建築技術

者派遣事

業 

（被所有）

直接79.71 
役員の兼任 

被債務保証 

（注１） 
 225,000 － － 

（企業結合等関係）

（持分法損益等）



 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成23年10月１日 
至 平成24年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成24年10月１日 
至 平成25年９月30日） 

１株当たり純資産額 円 銭25,783 3

１株当たり当期純利益 円 銭4,473 2

１株当たり純資産額 円 銭32,458 72

１株当たり当期純利益 円 銭8,122 49

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式は存在するものの希薄化効果を有しないため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成23年10月１日 
至 平成24年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成24年10月１日 
至 平成25年９月30日） 

損益計算書上の当期純利益（千円）  255,431  463,957

普通株式に係る当期純利益（千円）  255,431  463,957

普通株主に帰属しない金額（千円）  ―  ―

普通株式の期中平均株式数（株）  57,105  57,120

当期純利益調整額（千円） ―  ―  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

の算定に用いられた普通株式増加数の主要

な内訳（株） 

 新株予約権 

―  ―  

普通株式増加数（株）  ―  ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要 

平成23年８月３日取締役会 

決議、新株予約権。 

（普通株式の数 株） 

 なお、これらの概要は、注記

事項（ストック・オプション等

関係）に記載されております。  

2,500
―  

（重要な後発事象）


	余白埋め3: 
	余白埋め4: 
	余白埋め5: 
	余白埋め6: 
	余白埋め7: 
	余白埋め8: 
	余白埋め9: 
	余白埋め10: 
	余白埋め11: 
	余白埋め12: 
	余白埋め13: 
	余白埋め14: 
	余白埋め15: 
	余白埋め16: 
	余白埋め17: 
	余白埋め18: 
	余白埋め19: 
	余白埋め20: 
	余白埋め21: 
	余白埋め22: 
	余白埋め23: 
	余白埋め24: 
	余白埋め25: 
	余白埋め26: 
	余白埋め27: 
	余白埋め28: 
	余白埋め29: 
	余白埋め30: 
	余白埋め31: 
	余白埋め32: 
	余白埋め33: 
	ヘッダー１3: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１4: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１5: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１6: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１7: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１8: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１9: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１10: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１11: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１12: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１13: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１14: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１15: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１16: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１17: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１18: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１19: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１20: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１21: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１22: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１23: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１24: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１25: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１26: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１27: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１28: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１29: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１30: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１31: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１32: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	ヘッダー１33: 平成25年９月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）
	フッター3: - 1 -
	フッター4: - 2 -
	フッター5: - 3 -
	フッター6: - 4 -
	フッター7: - 5 -
	フッター8: - 6 -
	フッター9: - 7 -
	フッター10: - 8 -
	フッター11: - 9 -
	フッター12: - 10 -
	フッター13: - 11 -
	フッター14: - 12 -
	フッター15: - 13 -
	フッター16: - 14 -
	フッター17: - 15 -
	フッター18: - 16 -
	フッター19: - 17 -
	フッター20: - 18 -
	フッター21: - 19 -
	フッター22: - 20 -
	フッター23: - 21 -
	フッター24: - 22 -
	フッター25: - 23 -
	フッター26: - 24 -
	フッター27: - 25 -
	フッター28: - 26 -
	フッター29: - 27 -
	フッター30: - 28 -
	フッター31: - 29 -
	フッター32: - 30 -
	フッター33: - 31 -


